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環境再生・ 
廃棄物対策部長 

中間貯蔵部長 

管理部門（４課＝総務課・渉
外広報課・企画課・経理課） 

環境再生・廃棄物部門（１企
画官、４課＝環境再生課・
仮置場対策課・放射能汚染
廃棄物対策課・減容化施設
整備課） 

中間貯蔵部門（ ２企画官、

９課＝調査設計課・工務課・
輸送課・管理課・用地総括
課・用地審査課・用地補償
第１課～２課・中間貯蔵施
設整備推進課） 

（指定職） 

調整官（３名） 

支所長（４ヶ所） 

機構（2018.4.1より） 

福島地方環境事務所の体制の強化について 

所長 

首席調整官、調整官（６名） 

管理部門（３課＝庶務課・企画課・経理課） 

除染部門（１企画官、２課＝除染対策第１課～２課） 

中間貯蔵部門（１企画官、９課＝調査設計課・工務
課・輸送課・管理課・用地総括課・用地審査課・用地
補償第１課～２課・中間貯蔵施設整備推進課） 

各地域支所（４課＝除染等推進第１課～４課） 

廃棄物部門（３課＝放射能汚染廃棄物対策第１課
～２課、減容化施設整備課） 

（本省課長級） 

（参考）福島地方環境事務所の2018年度の定員については、前年度の591名に対し若干の増員（595名）を確保 

福島地方環境事務所の体制の強化（2018年４月～） 

○ 高度かつ困難な事業遂行には、首長などとのハイレベルでの調整が必要なため、所長を指定職化。 

○ 事業量の増大により、所長による一括管理に限界があるため、所長の下に次長、部長を設置。 

○ 昨年夏の「環境再生・資源循環局」の新設及び今回の福島事務所の体制強化で、復興・創生を
一層加速化。 
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